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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）開発援助のための国際税構想〔1〕
























































































































ユ，開発途上国全体 96 33．0 5．3 3．1 7．1
a　低所得国 33 21．6 4．5 2．4 2．7
中国・インドを除く 31 5．1 2．7 0．0 一〇．7
b　中所得国 63 11．4 5．6 3．1 7．7




石油輸出国 21 5．0 5．7 2．9 9．2
2，高所得石油輸出国 4 0．14 6．3 1．3 21．9
3．非市場経済工業国 6 3．5 3．9 2．8 3．0
4．市場経済工業国 19 7．1 3．2 2．4 4．ユ
















































1970（構成比） 1975 1980 1981（構成比）
1．DAC加盟国　2国間資金 15．48 （8L5） 39．94 67．3875．77 （72．9）
（1｝ODA 5．66 （29，8） 9．81 18．02 18．28 （17．6）
②　非譲許的資金 9．82 （51，7） 30．13 49．36 57．49（55．3）
イ　公的資金 0．74 1．78 4．70 4．76
ロ　民間資金 9．08 （47．8＞ 28．35 44．66 52．73（50．7）
a．直接投資 3．69 （19，4） 1L51 10．36 14．64（14．1）
b．銀行部門 3．00 12．00 19．00 25．00
c．債券融資 O．30 （28、3） 0．42 3．10 2．50（36．6）
d．輸出信用 2．09 4．42 12．20 10．59
2．OPEC諸国　2国間資金2｝0．59 （3．1） 7．18 10．26 9．91 （9．5）
3．その他諸国　2国間資金31 1．18 （6．2） 0．89 5．44 5．32（5．1）
4．多角的資金 1．76 （9，3） 6．42 12．59 13．00（12．5）
（1）ODA LO7 3．84 7．74 8．00
②　非譲許的資金 0．69 2．58 4．85 5．00









































































































































































2国間ODA 67．6 59．3 81．7
第1位供与国 イスラエル　　18，6 インド　　　　10．9リュイニオン　（DOM）　12，6
2 エジプト　　　14．0バングラデシュ4．7マルティニク　（DOM）　12．3





5 インドネシア　2．9 スリランカ　　　2．8 仏領ポリネシア　（TOM）　4．4
第175位合計 42．1 24．6 38．8
そ　の　他 25．5 34．7 42．9




























バングラデシュ3．1 タイ　　　　　6．3 バングラデシニ」3．6 3．パキスタン　　　　4．8
タンザニア　　　2．4 ビルマ　　　　　5．6 インドネシア　3．2 4。エジプト　　　　3．5
イスラエル　　2．1 パキスタン　　4．8 インド　　　　3．1 5．カンプチア　　　2．7
21．3 33．7 1926．スーダン　　　　　2．4
41．7 30．8 46．6 7．タンザニア　　　　2ユ
































































先進工業国シェア（％） 63．95 62．77 62．32
うち　アメリカ 21．08 21．16 19．91
イギリス 7．36 7．36 6．88
西ドイツ 5．43 5．43 6．00
フランス 4．83 4．83 4．98
日　　本 4．18 4．18 4．69
開発途上国シェア 36．05 37．23 37．68
うち　産油国 9．64 9．38 11．55
非産油途上国 26．41 27．84 26．13
資料出典，大蔵省国際金融局年版，58年版，300ページ
救済にあたって，当該国に対するIMFの監督を要求していることになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
　第2は，途上国の要請に応えるIMF融資の拡大である。　IMFの増資は第
5次（1970年）のあと，第6次（1978年），第7次（1980年）と続き，本年末
を目標に第8次増資の発効が予定されている。第5表にみられるとお・り第6
次から第8次まで5年問で2倍以上の増資である。
　しかもそれと並行して，近年通常引出し以外の特別融資制度が充実し，IM
F融資条件は一層緩和されてきた。60年代には「輸出変動補償融資制度（CF
F）」と「緩衝在庫融資制度（BFF）」の二本だったものが，第1次石油危機
の直後に，「オイルファシリティ」，「トラスト・ファンド」，「拡大信用制度」
が整備され，最近では長期的な国際収支対策としての「補完融資制度（SF
F）」（1979年），その延長としての「増枠融資制度（EAP）」（1981年）が創
（8）IMFの融資制度については，　J．Gold，　Finαcial　Assistance　by　the　In　te　rnαti　一
　〇nal　Monetary　Fun（l　　Lαwαnd　Prαctice　〔33〕が詳しい。融資にともなう
　conditionalityについては，J．Gold，Conditionαlity〔34〕M，　Guitian　，　Fund　Conditio．
　nality：Evolution　ofProbtems　and　Practices　（35］；S．　Del］，　On　being　Grand－
　mo　therly〔36〕；滝沢健三「IMF貸出のC。nditionality」〔37〕などが詳しい。
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設されている。こうして現在では，各国はIMFから，割当額に対して年間
150％，3年間で450％までの借り入れと，輸出変動補償融資，緩衝在庫融資，
オイルファシリティの引出し残高を除いて割当額の200％までの累積残高を
残せるまでに至っているといわれている！9＞
　こうした債務救済への介入，融資枠の拡大をみると，IMFが国際通貨安定
を目的とした本来の使命をこえて，途上国の経済開発に積極的な姿勢を示し
ていることが理解される。これがいわゆる「IMFの援助機関化」論である。
　既にみたとおり，IMFの援助機関化を促進した要因のひとつは，一部の開
発途上国の資金計画の破産が放置すれば国際金融危機に波及しかねないとい
う直接的な要請であるが，もうひとつ見逃せないのは，公的援助を中心とす
る旧来の国際経済協力では途上国の開発資金需要に応じられないにも拘わら
ず，それに代るべき安定した資金源が当面存在しないという事情である。そ
の意味で，IMFの援助機関化は，いわば現状の矛盾の一時的解決策として発
生した現象といえるであろう。
　しかし，こうしたIMFの援助機関化によって，国際経済協力の課題が最
終的に解決されるとは考えられない。第1に，IMFの介在によって前進する
債務救済交渉も，債務の消却（cancellation）ではなく債務の一時的な繰り
延べ（rescheduling）を実行するに過ぎないから，問題の最終的な解決には
ならない。しかも繰り延べは元本に限られるとか，繰り延べ債務の金利は一
層高いなどの問題が残されている。第2に，このことはIMFの融資に関して
も同様である。融資枠の拡大は融資の返済免除ではなく，IMF融資も　　一
般に民間金利より低利であるとはいえ　　数年のうちには返済しなければな
らない。IMFの性格上長期の融資は期待できない。そのうえ，第3に，　IMF
融資の目的が国際収支の均衡にあるという制約がある。しかも，これは絶え
ず途上国からだされる不満であるが，国際収支不均衡の原因一国内政策の
（9）滝沢健三「IMF貸出のConditionality」〔37〕，6ページ。
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失敗か，石油危機のような回避不可能な外的要因か一を考慮しないでIMF
の政策勧告がなされる傾向がある。一般に開発途上国は高い経済成長率を実
現しようとすれば資金不足が避けられず，国際収支は赤字に陥りがちである。
特に経済基盤の弱い低所得国の場合にはこのことがいえる。それに対して，
国際収支の均衡を前提とする政策勧告がだされれば，途上国の政策担当者は
IMFの指導に応じられないであろう。ここにIMFを動員する経済協力の限界
があるように思われる。
3．自動的資源動員の必要性
　こうして既存の政府開発援助や民間資金協力の限界が露呈されてくるにつ
れて，それに代る第三の道が模索されるようになる。それが開発援助資金の
「自動的資源動員（Automatic　Mobilization　Qf　Resources）」である。先
’に述べたとおり，自動的資源動員とは，供与国政府の思惑や民間企業・銀行
の利潤追求，或いは先進国国民の慈善などの恣意的（arbitrary）な行為を排
除して，一定の規則的なルールに従って開発援助資金を捻出するものである。
　自動的資源動員に共通する特徴は，資金利用者が供与者に対して物質的に
も精神的にも従属する必要がないことである。例えば最貧国の国民の生活水
準を向上させるために動員された資金は，その目的に沿う限り，資金供与者
に制約されることなく利用することができる。
　自動的動員資源には，以下に述べる国際税と第VII節に述べるIMF創出資
金（SDRリンクなど）があるが，いずれも同じ特徴をもっている。SDRリン
クについては既に多くの研究があり，よく知られているので，以下では国際
税について，検討しよう。
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W　国際税の構想
　開発援助資金の一調達手段として各国の企業，個人の国際的な活動に課税
をするという「国際税（lnternati。nal　Tax）」の構想は，恐らく相当早くか
らあったであろうと推測される。しかし，この問題が国際会議や研究者の集
会で公式に討議されるようになったのは，ここ十年くらいのことであろう。
　国際税の構想がごく一部の人間の気まぐれな思いつきではないことを立証
するために，この間題について，これまで公表されてきた研究報告や論文を
私が調べた範囲で列挙しておきたい。
　1．まず，1976年に公表された，ティンバーゲン篇の『国際秩序の再編成
（RIO）』〔1〕の中に「国際悦への言及がある。この報告書の第10章は「所
得分配と開発融資」を扱っているが，そこでは，国際税の収入と地球共有財
産からの収入とを財源として「世界金庫（W。rld　Treasury）」を設置し，こ
れを媒介とした国際的開発融資を提言している。
　2．この章の執筆者の一人であるマハブブ・ウル・バクは，彼の著書『貧
困のカーテン』〔2〕の中で，国際税の構想を展開している。彼は，（1）再生不
可能資源の採掘，（2）国際自然環境の汚染，（3）多国籍企業の活動，（4）国際共有
財産を使用する商業活動，（5）軍事支出，（6）途上国からの頭脳流出，熟練技術
者流出，（7）国際公務員への国際課税を財源として，国際開発基金をつくり，
長期の国際的開発資金とすることを考えている。
　3．同じ年，UNCTADの貿易開発理事会においても，開発途上国への資源
移転問題が包括的に討議されたが，この中で大来佐武郎氏〔3〕は，開発途
上国の住民のシビル・ミニマムを確保するために，世界税（World　Tax）の
創設と，海底資源採掘の収益の動員を挙げている。また，N．イスラム〔4〕
も，国際税にこそ言及していないが，包括的な資源移転論を展開している。
　4．同じ年，マサチューセッツ工科大学（MIT）で開催されたNIEO研究
会において，国際税に関する二つの報告が行なわれている。すなわち，R．N．
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クーパー〔8〕は地球的共有財産としての海洋資源とくに漁業資源と鉱物資
源の存在に注目し，それの商業的利用に対する課税収入を開発援助にふりむ
ける構想を明らかにし，一方，浜田宏一氏〔9〕は，途上国から先進国に頭脳
流出する科学者，技術者に課税し本国に送金する頭脳流出税を分析している。
　5．頭脳流出税に関しては，浜田氏を含むJ．N．バグワッティグループが精
力的な研究をすすめており，その研究成果〔6〕，〔7〕が発表されている。
　6．1977年3月，イタリーのベラギオにおいて，ブルッキングス研究所主
催（UNEP，フォード財団共催）で，国i際自然環境保護を目的とした資金調
達のための「国際的ニーズの新調達手段に関するベラギオ会議」が開催され
た。この会議に提出されたスタインバーグ，イェーガー，ブラノン共著の報告書
『国際的ニーズの新調達手段』〔10〕は　　その本来の主旨が開発援助では
なく，自然環境保護にあるとはいえ一恐らく国際税についてこれまでに公
表されたもっとも詳細な研究であり，本稿の叙述もこの研究に依拠している。
　7．1979年にアメリカの海外開発審議会（Overseas　Development　C。un－
cil）主催のNIEO研究会において，ブ1レッキングス研究所のW．R．クラ
インは「開発途上国への資源の移転：問題と傾向」〔12〕という報告を行な
い，その中で，今後の有効な開発戦略としてBHNアプローチを，開発援助
として自動的資源動員システムを予想している。そこでの自動的資源動員の
財源としては（1）SDR開発リンク，（2）地球的共有財産の使用税，（3）先進諸国
で徴収された途上国製品輸入関税の返送，（4）頭脳流出税，（5）IMF保有金の売
却，（6）枯渇性資源の採掘税などが挙げられている。
　8．UNCTADは現状の国際経済協力システムのアセスメントを絶えず
行なっているが，1980年の貿易開発理事会に提出された事務局およびJ．エバ
ートの報告書「有効な国際金融協力システムの必要条件」〔14〕は，開発途上
国への自動的な資源動員システムの確立を強調し，国際税一とくに国際貿
易税一と地球共有財産の開発による収入に注目している。
　9．同じ1980年に公表された，プラント委員会の報告書『南と北一生存
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のための戦略』〔15〕は，多くの優れた問題提起を行なって注目されたが，そ
の中に国際税の提案も含まれている。すなわち，報告書の第13章「開発金融
の新たなアプローチ」において自動的メカニズムによる開発資金の調達が強
調され，その一例として，国際貿易，武器輸出，国際投資，炭化水素資源と
枯渇性鉱物資源，薯修的耐久消費財，エネルギー消費，原油貿易，国際航空旅
行と貨物輸送，「国際社会」の共有財産などに対する課税が，列挙されてい
る。中でも国際貿易に対する課税と国際共有財産の利用に対する課税とが特
に有望視されている。
　10．最後に，スエーデンのダグ・ハマーショルド財団も，Deγelopment
1）iαlogue誌〔24〕上において，開発資源の自動的動員問題を特集し，（1）過去
における自動的開発融資の実例を挙げるとともに，（2）現在構想中のものとし
て，国際災害救援保険と，SDR開発リンクと，代替エネルギー開発資金とを
分析している。この雑誌はまた，ウィーゼバッハの国際税研究〔23〕も掲載
している。
2　国際税の種類
　既に一部は明らかになったが，国際税とは，国際的な目的一例えば地球
的自然環境の保護や途上国開発援助　　を実現するための財源を調達する手
段として，全世界の人々の企業活動や個人活動に対して課税するというもの
である。現状においては課税徴収権はもっぱら各国政府に独占されており，
これが国家主権iの重要な中軸となっているが，国際税は，この主権の一部を
国際機関に移し，その資金によって，例えば国際開発援助のような，世界的
な視点からの国際活動を促進することをめざしている。
　どのような種類の国際税が考えられるかについて，詳細なリストを作成し
たのは，ウィーゼバッハ〔23〕とスタインバーグ等；〔10〕であるが，後者は
主に自然環境保護を念頭においているので，ここではウイーゼバッハ〔23〕
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のリストを紹介する。彼は，国内税の場合と同様に，租税の最終的な帰着を
基準にして，国際税を直接税と間接税とに分類している。その主な項目は次
のとおりである。
　1．直接税タイプ
　　1）所得税への上乗せ
　　2）所得税からの控除
　　3）頭脳流出税
　　4）国際投資に対する利潤税
　　5）国際共有財産の使用に対する課税
　2．間接税タイプ
　　6）薯修品購入税
　　7）国際貿易税
　　8）　付加価値税
　　9）エネルギー消費税
　　10）　金広牛田資i毛原？肖費不克
　　11）軍事支出，武器輸出税
　このうち，直接税のうちの1）は，各国における個人所得税に一律数パーセ
ントの国際税を上乗せするものであり，2＞は，逆に個人が行なった開発援助
への拠出金の一部を転入所得税から控除するものである。3）は開発途上国から
頭脳流出（brain　drain）に対する課税，4）は多国籍企業の投資収益（利潤）
に対する課税，5）は地球共有財産の使用税である。
　また問接税のうち，6）は各国国民の奢修品に対する消費税であり，7）
は各国間の貿易に対する課税である。8）の付加価値税は，人類共通の財産
である鉱物資源，原材料，農産物の枯渇を防止するために，その生産と貿易
に課税するものである。9）と10）は，8）の一部と考えることができる。11）
は各国の軍事支出，武器輸出に対する課税である。
　国内税の場合においても，あらゆる新税は嫌われるものであるが，止むを
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えず新税を導入する場合には，それが
　　1）既存の租税制度と重複しない。
　　2）納税者への負担が，水平的にも垂直的にも，公平である。
　　3）大きな課税対象（tax　base）をもっことによって，低い税率でも多
　　　額の税収を確保できる。
　　4）行政的に課税対象の捕捉が確実であると同時に，徴税事務が簡素で
　　　ある。
という，4つの条件を保持していることが重要であるといわれている。国際
税の場合にもほぼ同様のことがいえるであろう。国際税は，（1）既存の国民国
家の租税制度と重複せず，（2）各国の国民の間における負担が公平であり，（3）
大きな課税対象をもち，（4）課税対象の捕捉が確実であると同時に徴税事務が
簡素であることが望ましい。
　ここでは，上に列挙したウイーゼバッハのリストの各項目を詳細に比較す
る余裕はない。しかし，リストを一瞥して，2）の頭脳流出税，6）i薯修品購
入税，9）エネルギー消費税，10）鉱物資源消費税などは課税対象（tax　base）
が比較的小さいこと，一方，4）国際投資収益税や，11）軍事支出，武器輸出
税などは，税収の捕捉が不確かなことが直ちに推測されよう。また1），2）の
個入所得税への上乗せや控除は，各国の主権（租税徴収権）と抵触する可
能性がある。従って，租税の4条件をみたし，かつ各国の国家主権とも抵
触しないような国際税とは，結局，4）国際貿易に対する国際貿易税と，5）
地球的共有財産の商業的利用に対する課税とに限られてくるであろう。この
点については，UNCTAC事務局，プラント委員会，スタインバーグ・グル
ープは，共通の認識にたっている。
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